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１．はじめに 

気象庁によると，1976年から 2020年までの期間で，

日本における時間雨量 50 mm以上の発生回数は，10

年あたりで 29.2 回の割合で増加しており，最近 10 年

間（2011 年〜2020 年）の平均年間発生回数（約 344

回）は，統計期間最初の 10 年間（1976 年〜1985 年）

の平均年間発生回数（約 266 回）と比べて約 1.5 倍に

増加している．国内では記録的短時間大雨という，数

年に一度程度しか発生しない短時間の大雨が多発し

ており，2017年から 2020年は年間 100回程度を推移している（図 1）．その結果，山間部では大規模な土砂災

害が発生している．同じ場所に数時間わたり降り続く集中豪雨の原因として，地球温暖化による海水表面温度

の上昇による大量の暖かい湿った空気が大気下層に継続的に流入し，自由対流高度まで持ち上げる強制力

（前線，地形など）による線状降水帯の形成が指摘されている．地球温暖化による表層海水温度の上昇に伴う

大気中水蒸気量の増大は線状降水帯形成をうながす．最近では，大気中を大量の水蒸気が帯状に流れる大

気の川が日本国内に大雨をもたらすことが明らかになってきており，地球温暖化により大気の川によってさらに

激しい雨の頻度が増大することが指摘されている．今後，さらに豪雨が増加して災害が頻発化・激甚化する恐れ

があり，豪雨生成メカニズムの解明は喫緊の課題となっている． 

日本は国土の 60%以上を急峻な山地が占め，川幅が狭く急流が多いという特徴がある．また，年間降水量が

世界平均の約 2 倍と極め多く，豪雨が発生しやすい暖候期には山地災害が多発する．近年の豪雨の増加に伴

い，今後は山地災害が激甚化，頻発化する恐れがあり，山地や斜面周辺地域の社会生活に与える影響の増大

が予想されている．さらに，局地的大雨は短時間に大量の物質を森林に沈着させることから森林生態系を脆弱

化させる恐れがあり，地滑りなどの土砂災害に繋がることが予想される．山間部における局地的大雨の生成機

構の解明は，今後の防災政策を検討するとともに，予測モデルの精度向上において喫緊な課題である． 

夏季に太平洋高気圧に覆われた晴天日の午後，山地を中心に対流雲がしばしば発達し，局地的大雨や落

雷，降雹などによる被害をもたらす．このような対流雲による降水は「不安定性降水」や「気団性雷雨」と呼ばれ

ている．本研究では，山地斜面における 30 mm/h もしくは 5 mm/min 以上の強雨のうち，台風性および前線性

以外の短時間豪雨を「山間部局地性豪雨」と定義する．山間部局地性豪雨は，高度化している気象庁局地モ

デルでも予測精度は未だ不十分である．数値予報モデルの解像度の問題に加え，エアロゾルと降水の相互作

用に未解明な点が多くあるためである．既往研究は，数値モデルを用いた気象/気候学的観点からのアプロー

チが多いが，雲形成に必須である雲凝結核/氷晶核について着目した研究は少ない．  

当研究室では，都市部における局地的短時間豪雨を都市型豪雨（ゲリラ豪雨）と位置付け，これまで見過ごさ

れてきた雲凝結核と水蒸気の起源に着目して，その生成機構の解明を行ってきた．その結果， 都市型豪雨を

もたらす積乱雲の発達には，硫酸塩および硝酸塩などの PM2.5 が関与していることを明らかにした．また，フミン

様物質のような界面活性作用を有する有機化合物が重要な役割を果たすとともに，道路粉じんなどの不溶解性

鉱物粒子が氷晶核として機能していることを指摘してきた．本研究助成事業では，都市型豪雨研究において当

研究室が独自開発した化学分析と安定同位体分析を組み合わせた解析手法を，山間部豪雨と熱帯スコール性

豪雨）に適用し，その生成機構を解明することを当初の目的とした．しかし，2020年からはじまったCOVID-19に

よるパンデミックに伴って海外渡航は不可能となり，研究活動は制約を受けざるをえなかった．そのため，研究

図 1 日本全国における記録的短時間大雨の発生回数 
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目的を山間部豪雨の生成機構に目的を絞り，大気汚染物質が山間部豪雨の形成に与える影響について検討

した． 

 

２．研究方法 

(1) 山間部における豪雨発生頻度の統計解析 

日本全国の山間部に設置してある地上雨量観測所のデータを用いて，豪雨発生頻度の統計解析を行い，山

間部豪雨の実態を調査した．国や自治体が設置している地上雨量観測所には，気象庁 AMeDAS，国土交通

省水管理・国土保全局の雨量観測所，都道府県の雨量観測所がある．このうち，国土交通省水管理・国土保全

局が整備している雨量観測所は，山間部のダムや河川周辺を中心に設置されているため，主にこのデータを用

いた．国土交通省水管理・国土保全局の雨量観測所が設置されていない地域に関しては，AMeDASや都道府

県の雨量観測所のデータを用いた．  

(2) 太陽電池駆動小型自動雨水採取器の長期性能評価と富士山麓における湿性沈着量 

当研究室では，富士山南東麓太郎坊（1290 m a.s.l.）において 2006年から雨水の長期観測を行っており，大

雨が湿性沈着量に及ぼす影響について検討した． 

(3) 山間部豪雨の化学特性および水蒸気起源の解明 

太郎坊において夏季に豪雨の経時採取およびイベント採取を行った．雨水の主要無機イオン分析，微量金

属元素分析，TOC 分析を行い，雲凝結核および氷晶核を推定した．また，酸素・水素安定同位体を測定し，積

乱雲の形成に寄与した水蒸気の起源を推定した．豪雨形成時の気象および大気汚染状況について，静岡県

や自治体が公表している大気汚染データ用いて大気汚染物質が山間部形成に及ぼす影響について検討した．

また，御殿場市内の住宅街（446 m a.s.l.）でも大雨の同時採取を行った． 

 

３．山間部における豪雨発生頻度の統計解析 

３．１ 日本全国 

図 2には，標高 400 m以上の降雨量観測地点を山

間部と定義して，全国 193地点における過去 40年間

（1980年〜2019年）の暖候期（6 月〜10 月）における

年間豪雨発生回数を示す．山間部における豪雨の発

生回数は，太平洋側の南西斜面で多かった．また，南

部ほど高く，北部では少ない傾向があり，沿岸部ほど

高く，内陸ほど発生頻度が低下する傾向が見られた． 

図 3 には，過去 40 年間の豪雨発生回数の変化を

調べるために，前期を 1980 年から 1999 年の 20 年

間，後期を 2000 年から 2019 年の 20 年間とし，前期

と後期の比をプロットしている．豪雨発生回数は各地

点で増加傾向にあり，7 割の観測地点で増加している

ことが分かった．豪雨発生回数は内陸部や北部で著しく増加しましたが，図 2で示したように，これらの地域では

豪雨発生回数がもともと少ない地域でした．この要因解明にはさらなる解析が必要ですが，地球温暖化に伴う

大気中水蒸気量の増大が影響している可能性があります． 

図 2 山間部における年間豪雨発生回数の分布 
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降水の通年観測を行なっている富士山南東麓太郎坊では，2002 年〜2020 年の降水データを解析し，台風と

前線による豪雨が増加していることが明らかになった． 

富士山周辺の山間部では，太平洋側の富士山斜面

において豪雨の増加傾向が見られ，前線性豪雨の増

化が要因であることが示唆された．一方，富士山および

箱根山の北麓では，豪雨の減少傾向が見られた．これ

らの地点において，豪雨の発生要因は前線性豪雨の

発生割合が少なく，台風性豪雨の影響が大きかった． 

全国的な傾向としては，図 1に示すように，豪雨の発

生回数は，多くの山間部で増加していることが示され

た．また，他地域と比べて豪雨の発生回数が少ない傾

向にあった内陸部や東北地方の山間部において，近

年豪雨が著しく増加していることがわかった．したがっ

て，地球温暖化により降水強度が増加していることが示

唆された． 

 

３．２ 富士山周辺 

図 4 に富士山周辺における豪雨発生回数を，過去

10 年毎（I 期：1980-1989 年，II 期：1990-1999 年，III

期：2000-2009 年，IV 期：2010-2019 年）に集計し，豪

雨発生要因を台風性，前線性，局地性豪雨（台風性，

前線性豪雨以外の山間部豪雨）に分けて示す．各地

点ともに，豪雨発生要因としては，台風が多くの割合

を占めていることが分かる． 

富士山南東麓では，過去 20 年と最近 20 年を比較

して局地性山間部豪雨の発生回数が増加傾向にあ

る．前線性豪雨が IV期で増加傾向にあり，2010年代

に豪雨が増加した原因は局地性豪雨および前線性豪

雨による．富士山南西麓では，前線性や台風性豪雨

の増加が III期間から IV期の増加原因となっていた．

富士山北麓では，前線性豪雨の発生回数が非常に少

なく，豪雨の発生要因としては台風が多くの割合を占

めていることが，豪雨発生回数は増えていなかった． 

以上より，富士山周辺では南斜面で豪雨が増加し

ているが，主な要因は前線の発達であり，局地性豪雨

の増加も一因である．一方，北側斜面では前線や局

地性豪雨の影響は小さく，豪雨の増加傾向は見られ

ない． 

図 3 山間部における豪雨発生回数の過去 40 年間

の変化 

図 4 富士山周辺における豪雨発生回数． 
I：1980-1989，II：1990-1999，III：2000-2009， 
IV：2010-2019 

図 5 2021 年 8 月中旬の「大気の川」による富士山周

辺の大雨 
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図 5 には，富士山周辺における 2021

年 8 月 11-21日の降水量を 2002-2019年

の 8 月平均降水量と比較しています．南

斜面（白糸，赤塚，印野，須山）では， 

2.5 倍以上の降水量があったことが分かり

ました．このときには，「大気の川」の存在

が確認されています．この直後に民放の

取材があり，富士山頂・馬の背の大規模

な土砂流出が起きていたことが撮影され

ていました（写真）  

 

４．富士山麓における湿性沈着量の長期トレンド 

図 6 には，2015 年から 2021 年までの富

士山南東麓における湿性沈着量の経年季

節変化を示す．降水中の NO3
-/nss SO4

2-（以

下，N/S 比）比のばらつきは大きいものの減

少傾向にあり，pH は緩やかな増加傾向が見

られた．この結果は，国内および採取地点

周辺における大気中 NOx 排出量の減少に

伴う硝酸濃度の減少を反映しているものと考

えられる． 

総主要無機イオン沈着量には明確な経年

変動が見られなかったが，図 6の赤枠で示し

た秋季と夏季に高く，豪雨の影響を強く受け

ていた．海洋由来成分（Na+，Cl-，Mg2+）沈

着量は 9-10 月に著しく増加し，台風の影響

が示唆された．また，Ca2+および NO3
-の沈着

量は春季に高く，大陸からの黄砂の輸送を

反映していると考えられる．図には示してい

ないが，微量金属元素沈着量は冬に最も高

く，夏季豪雨の影響はみられなかった． 

図 7には，富士山南東麓御殿場口太郎坊

（標高 1290 m）で採取した雨水を通常降雨と

豪雨に分けて，pH，化学組成，沈着量を示

す．局地性豪雨は pHが最も低く（pH 4.76），

酸性物質由来のNO3
-と SO4

2-の割合が高く，

沈着量が前線性豪雨と同程度に高いことが

分かる．つまり，局地性豪雨は酸性雨であ

り，短時間に大量の酸性物質を森林生態系
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図 6 富士山南東麓における主要無機イオンの湿性沈着量の経

年季節変化 

図 7 富士山南東麓における雨水 pH と大気沈着量 
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に降り注いでいることを意味する．一方，台風性豪雨は pH が最も高く，海洋由来の Na+と Cl-の割合が高く，清

浄な降雨であった． 

 

５．山間部豪雨の化学特性および水蒸気源の解明 

５．1 2020年８月２２日の局地性豪雨：気象概況 

2020年 8 月 22日には，富士山麓で局地性豪雨が発生した（図 8）．11時頃に富士山南西麓で雨雲が発生

し，発達しながら東へ移動して 12時半頃に太郎坊に到達した．この雨雲は 13時頃に一度衰退するが，13時

半頃に太郎坊付近で再度発達し，太郎坊に豪雨をもたらした．一方，13 時頃には別の積乱雲が御殿場市上

空で急発達して豪雨をもたらしている．この 2 つの雨雲は 14:00頃に太郎坊上空で結合した．その後は分裂と

結合を繰り返しながら，徐々に衰退した． 

 
図８ 2020年 8 月 22日に富士山南東麓太郎坊で発生した局地性豪雨 

 

５．２ 2020年８月２２日の局地性豪雨：富士山南東麓太郎坊における気象因子と PM2.5濃度 

図９には，2020年 8 月 22日の豪雨前後の太郎坊における気象因子および PM2.5濃度を示している．太郎

坊では 13 時頃から雨が降り始め，14 時を過ぎたあたりから雨が激しくなり，15 時頃に降り止んだ．風向は 12

時半ごろまで南風が卓越していたが，12 時半からは突如風向が変わり，北風が卓越するようになった．気温は

降水開始前から徐々に低下し，雨が最も強く降り始めた 14 時過ぎから急激に低下した．相対湿度は気温と連
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動しており，雨が観測された 12 時ごろから上昇し，強雨が降り始めた 13 時半ごろに 99%に達した．大気圧は

観測開始から次第に減少し，13:00頃に落ち着いた．その後 14:00から 14:20にかけてわずかに増加し，降雨

終了間際に急減した． 

 
図９ 2020年 8 月 22日の南東麓太郎坊における気象概況および PM2.5濃度 

 

PM2.5は降水開始の 13:00頃から一定値であったが，14時前に急激に減少し，再び緩やかに増加する傾向

が見られた． PM2.5 濃度の急激な減少の少し後に，各気象要素の変化が確認され，変化にタイムラグが生じ

ていることがわかります．この現象は，積乱雲の再発達が関係していると考えられます．図８に示した 13:30 お

よび 14:30 の雨雲レーダーを 同時に示しているが，13:30頃に太郎坊上空で積乱雲が再発達し，14:00頃に

もう一つの積乱雲と結合する様子が確認できた．気象要素の変化はこの間にあたり，新たな積乱雲の生成によ

り発生した冷気外出流の影響を受けていると考えられる． 

積乱雲からの降雨直前には，雲底下に冷気プール（cold pool）と呼ばれる冷たい空気塊が形成される．この

冷気プールは気温が低く重たいため下降しようとするが，ある程度の温度差にならない限り，地上付近の温か

い空気塊によって支持されている．この地表面の空気塊と雲底下の空気塊の温度差が大きくなり，平衡が崩

れると冷気プールは急降下し，冷気外出流（cold outflow）として放射上に広がっていく．この直後に積乱雲か

ら降水が地上に到達するようになりる．したがって，PM2.5の急減は，上昇気流によって上空へ運ばれて雲凝結

核として新たな積乱雲の形成に寄与したことを示しており，各気象要素の変化はその後に発達した積乱雲から

の冷気外出流の影響を示唆していると考えられる． 
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５．３ 2020年８月２２日の局地性豪雨：富士山南東麓御殿場口太郎坊における大気汚染物質の起源解析 

図 10 には，駿河湾沿岸都市域で測定された主要大気汚染物質（NOx，SO2，Ox）の経時変化を示す．各地

点で 9〜10時頃に NOx濃度の減少および Ox濃度の増加しており，NOxからのオゾン二次生成を示唆してい

る．このときには，同時に PM2.5 生成も進行しているものと考えられる．富士山南西麓で豪雨が発生したのは

11:00頃であり，都市域で排出された NOxおよび SO2の輸送過程で硝酸塩および硫酸塩エアロゾルが二次生

成し，海風とともに山間部に流入して対流雲を急速に発達させた可能性がある． 

図 9 で示したように，PM2.5 濃度が降雨開始直後に減少しなかったのは，硝酸塩および硫酸塩エアロゾル

を主成分とする PM2.５はグリーンフィールドギャップに当たるため，雲底下洗浄の影響を受けにくいためである．

都市域から輸送時に生成した PM2.5 が降水初期には雲底下洗浄を受けず，その後，新たな積乱雲の発達の

際に上昇気流とともに上空に運ばれて雲凝結核として雲内洗浄された可能性が考えられる． 

 
図 10 2020年 8 月 22日の富士山南側沿岸都市からの大気汚染物質の輸送 

 

５．４ 2020年８月２２日の局地性豪雨：化学特性 

2020 年８月２２日には，富士山南東麓および御殿場市で局地性豪雨を同時採取した．図 11 に示すように，

山間部局地性豪雨は通常降雨と比べて主要無機イオンの総濃度が 1.7倍高く，沈着量は 6.86倍であり，短時

間に大量の物質を沈着させることが分かった．山間部局地性豪雨は通常降雨と比べて pH が低く，酸性物質

（NO3
-，SO4

2-）濃度および組成割合が高かった．さらに，Cl-/Na+比は海水組成比より大幅に低いことから，海か

ら山間部に輸送される途中でクロリンロスが発生し，酸性物質により海塩粒子が変質していることが示唆された．

また，局地性豪雨では K+の比率も高いが，K+は植物から放出されることから森林由来一次エアロゾルも山間

部局地性豪雨生成に関与している可能性もある．今後，森林由来一次および二次生成有機エアロゾルの分

析も行って森林由来エアロゾルが山間部局地性豪雨形成に及ぼす影響を解明する必要がある． 
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水の起源解析では，一般にδD（水素同

位対比）と 8×δ18O（酸素同位体比）の差を

d 値と定義する．地球規模で見ると d＝10 

である．d 値は水蒸気団の生成時の蒸発速

度によって決まり，その後の凝縮過程では

変化しないことから，降雨をもたらす雲の水

蒸気の起源解析に用いられる．日本周辺で

は太平洋で発生する水蒸気団は湿潤大気

で蒸発するために蒸発速度が遅く，d 値は 

10 前後となる．日本海で発生する水蒸気

団は大陸からの乾燥した卓越風が日本海

の海水を速やかに蒸発させて生成されるた

め d 値が 20 前後を示す．  

2020年８月 22日に採取された山間部局

地性豪雨の d 値は 6.04であり，台風性豪雨

（17.2），前線性豪雨（8.97），夏季通常降雨

（12.2）より低い値を示した．局地的な対流

雲が発生するときは，強い上昇気流によっ

て雨滴が蒸発の影響を受けるが，降水後期

に新たな積乱雲が発達しており，採取地点

上空で上昇気流が発生していたと推測され

る．雨粒が強い上昇気流により蒸発したため，その他の豪雨や通常降雨より d 値が低くなったと考えられる． 

都市型豪雨で酸性物質濃度が高いのは，大気汚染物質が雲凝結核として作用するとともに，雲底下におけ

る雨滴の蒸発が激しいことが要因と考えられる． 

 

６．今後の課題 

研究助成期間中に観測が行えた山間部局地

性豪雨は一例のみであるが，本研究成果から想

定される山間部局地性豪雨の生成機構を模式図

をとして図 13 に示す．今後，観測を重ねてシミュ

レーション研究に反映させる必要がある．本研究

では十分な検討を行えなかったが，森林由来物

質が豪雨形成に及ぼす影響を解明することが今

後の課題である． 

 
 
 
 

図 11 富士山南東麓における山間部局地性豪雨の化学特性 

図 12 2020年 8 月 22日の富士山南側沿岸都市からの雨水

の水素・酸素安定同位体比 
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図 13 想定される山間部局地性豪雨の生成機構 
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